
平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日



　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申しあげ

ます。

　平素は格別のご支援を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第５５期上半期（平成１２年４月１日から平成１２年

９月３０日まで）の営業の概況等につきましてご報告申しあげ

ます。

営業の概況

■全般的概況

　当上半期のわが国の経済は、ＩＴ産業に代表されるように

企業収益は総じて順調であり、景気はゆるやかに回復軌道に

乗り始めました。一方、雇用情勢は依然として厳しく個人消

費も本格的な回復には今しばらく時間がかかるものと思われ

ます。

　このような一般景況のなかで、当社の関連市場である金融

業界につきましては、大手銀行を中心とした合併・統合等、

徹底した構造改革が強力におし進められているため、合理化

投資に対する需要が堅調に推移いたしました。さらに、特別

需要として２０００円札、新５００円硬貨の発行に伴う買い替え需

要、改造需要が発生いたしました。流通業界につきましては、

スーパー・百貨店等の企業収益は伸び悩んだものの、合理化
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投資の需要が見られたため順調に推移いたしました。また、

自動販売機、自動サービス機器の市場につきましては、前期

に引き続きカード化等の進展で、遊技業界は比較的順調に推

移いたしました。また、市場成熟化が進む環境のなかで、た

ばこ販売機も堅調な需要がありました。

　このような環境下にあって当社は、各市場におけるきめ細

かなニーズに迅速に対応すべく新技術の研究と新製品開発を

積極的に推進するとともに、開発・設計業務や生産の合理化・

効率化に取り組んでまいりました。さらに、新５００円硬貨およ

び新しく発行された２０００円札の対応につきましても万全を期

してまいりました。この結果、当上半期の売上高は４６０億６千

８百万円（前年同期比５４．２％増）となりました。このうち、

国内の売上高は４２６億２千３百万円（前年同期比５７．２％増）、

輸出の売上高は３４億４千４百万円（前年同期比２５．０％増）と

なりました。利益につきましては、新５００円硬貨および新しく

発行された２０００円札の対応に伴う開発費用は増えましたが、

コストダウン活動や一般経費の節減など全社を挙げて経営体

質の改善に傾注した結果、売上原価率が大幅に改善し、経常

利益は８４億１千７百万円（前年同期比４３９．８％増）となりまし

た。中間利益につきましては、退職給付会計の実施に伴う会

計基準変更時差異の一括償却実施により１２億２百万円を特別

損失に計上するなど、特別損失は増加しましたが、３６億５千

５百万円（前年同期

比４４４．０％増）となり

ました。なお、中間

配当金につきまして

は、１株につき８円

とさせていただきま

した。
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■部門別概況

　売上高を部門別にみますと次のとおりであります。

●貨幣処理機部門

　当部門は、国内につき

ましては、偽造硬貨識別

対策の機能を有する硬貨

包装機や合理化に対する

根強い需要のあるオープ

ン出納システムの構成機

器である紙幣整理機等は、

新５００円硬貨および２０００

円札の発行に伴う買い替

え需要とあいまって、販

売は大幅に増加いたしました。さらに、流通業界向けの機器

である小型入金機や警備保障会社向けの機器である売上金入

金機の需要も総じて堅調でありました。輸出につきましては、

アジア、中南米、米国向けの紙幣計算機の販売は減少いたし

ましたが、米国、欧州向け

の硬貨包装機や紙幣整理機、

米国向けの入金機は順調に

増加いたしました。この結

果、当部門の売上高は１３９

億８千９百万円（前年同期

比３６．３％増）となりました。
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指定金種をスピーディに包装できる
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●情報処理機及び貨幣端末機器部門

　当部門は、国内につき

ましては、金融機関向け

の窓口周辺機器である循

環式の紙幣入出金機や硬

貨入出金機および新製品

であるローカウンターに

も収まる紙幣・硬貨一体

型入出金機等の販売は順

調に増加いたしました。

さらに、ＡＴＭ（現金自動

預け払い機）搭載の硬貨入出金機の販売も堅調でありました。

輸出につきましては、欧州、米国向けの紙幣放出装置の販売

は減少いたしましたが、欧州向けの紙幣受入装置は自動化・機

械化の進展により大幅に増加いたしました。この結果、当部門

の売上高は９９億１百万円（前年同期比２４．９％増）となりました。

●自動販売機部門

　当部門は、遊技業界に

明るさが見え始め需要が

増えたことにより、カー

ド販売機や玉貸し機・メ

ダル貸し機の販売は大幅

に増加いたしました。ま

た、たばこ販売機につき

ましても、特定たばこメ

ーカーの需要の増加によ

り、販売は順調に増加い

たしました。この結果、当部門の売上高は７３億７千６百万円

（前年同期比５２．７％増）となりました。
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●自動サービス機器部門

　当部門は、金融機関や流通業界向けの多能式紙幣両替機に

つきましては、新５００円硬貨および２０００円札の発行に伴う買

い替え需要と新製品の市場投入による需要の喚起で、販売は

大幅に増加いたしました。また、遊技業界の関連機器である

カード処理機や景品管理ターミナル等の販売も大幅に増加い

たしました。この結果、当部門の売上高は６７億４千６百万円

（前年同期比１２５．１％増）となりました。

●その他部門　　　　　　　　　　　当部門は、主にサービ

ス・修理用部品でありま

すが、新５００円硬貨およ

び２０００円札の発行に伴う

市場機の改造需要により、

販売は大幅に拡大いたし

ました。

　この結果、当部門の売

上高は８０億５千４百万円

（前年同期比１０９．３％増）

となりました。
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　多能式紙幣両替機〈ＥＮ‐１００〉
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　会社が対応すべき課題

　当社をとりまく環境につきましては、最大市場である金融
業界は、金融機関の店舗統廃合が本格化することが予想され
るだけに、厳しい展開が続くと思われますが、合理化投資に
対する根強い需要と買い替え需要が期待できます。当社とい
たしましては、これまで核事業としてまいりました貨幣処理
システム事業の一層の競争力強化に加え、今後成長が期待さ
れる非貨幣関連のドキュメントプロセッシング事業、電子決
済関連機器事業およびシステムソフト事業の拡大を図ること
によって、お客様のトータルソリューションに貢献できる新
しい価値創造に努めてまいりたいと考えております。また、
流通業界におきましては、デビットカードのさらなる実用化
等、新たな市場の動きが出始めております。当社といたしま
しては、これまでの貨幣処理技術に情報技術を融合させるこ
とによって、これらの変化を的確に捉え、事業拡大につなげ
てまいりたいと考えております。次に、自動販売機市場です
が、たばこ販売機につきましては、市場は成熟期にあり、価
格競争が一層厳しくなることが想定されます。当社といたし
ましては、トップシェアの利点を活かした新製品の投入によ
り、より一層のシェアアップに努める所存であります。一方、
遊技業界につきましては、カード化対応への投資および顧客
管理システムへの投資が引き続き堅調であります。このよう
な中で市場ニーズを的確に捉えたシステム提案を行っていく
と同時に、グループ総力の結集により市場でのプレゼンスを
高めてまいりたいと考えております。また、２０００円札および
新５００円硬貨につきましても、引き続きお客様の要望に対し
万全を期して対応していく所存であります。このように、環
境変化へのより迅速かつ的確な対応に努め、グループの利益
の向上を図り、株主の皆様の期待に応える所存であります。

　株主の皆様には、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜
りますようお願い申しあげます。

平成１２年１２月



７

中間貸借対照表
金額　百万円科　　　目

前　　　期
（１２．３．３１現在）

当　中　間　期
（１２．９．３０現在）

前年中間期
（１１．９．３０現在）

構成比金 額構成比金 額構成比金 額

［資　産　の　部］

５９．５５９，２７３６４．７７３，４５８６５．１６１，０７７流 動 資 産
２１，７０５
７２

２１，９２７
９５８
１

５，８５８
９

１，９３６
５，８９３
５
４１
４１２
５５６

△　１０５

２２，８９５
４８

３０，２０９
９７９
２

５，８７３
１６

２，７３７
９，０４４
５
４１
９２２
７９９

△　１１８

２６，０２４
６６

１８，８９４
６５７
０

５，８５５
７

１，８０５
６，５６６
３６
４１
４２２
７９２

△　９５

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
自 己 株 式
製 品
材 料
部 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

４０．５４０，３２１３５．３４０，１３３３４．９３２，７５５固 定 資 産
２１．６２１，４４８１８．５２１，００５２３．１２１，７１１有 形 固 定 資 産

８，１４３
３９３
１，５６１
３９

３，０９４
８，１７７
３７

７，８８７
３７９
１，４７２
４１

３，０２３
８，１７７
２３

８，４２５
４１４
１，６８２
３９

２，９４６
８，１８６
１７

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 及 び 運 搬 具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

１．８１，８１４１．３１，５１２１．７１，５８９無 形 固 定 資 産
１，７８７
２６

１，４８６
２５

１，５６１
２８

ソ フ ト ウ ェ ア
その他無形固定資産

１７．１１７，０５９１５．５１７，６１６１０．１９，４５４投 資 等
５，４４３
８，７２３
６３
１２４
１０４
１，０５４
１，５４５
△　　０

６，２４４
８，７２３
６３
９９
１１０
１，２１５
１，１５９
△　　０

５，６６９
１，６３６
６３
１４７
１０２
３６３
１，４７１
△　　０

投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
子 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 投 資 等
貸 倒 引 当 金

１００．０９９，５９５１００．０１１３，５９２１００．０９３，８３２資 産 合 計
（注）　１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前年中間期）　　（当中間期）　　　（前　　期）
　　　２．子会社に対する短期金銭債権　　１４，８８１百万円　　２４，４４５百万円　　１７，２４７百万円
　　　　　　　　　　　長期金銭債権　　　　１３１百万円　　　　９０百万円　　　　１１０百万円
　　　　　　　　　　　短期金銭債務　　　１，２２９百万円　　　１，９３９百万円　　　１，６０８百万円
　　　３．有形固定資産の減価償却累計額　　２９，８３０百万円　　３１，１０２百万円　　３０，５８７百万円
　　　４．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及びその周辺機器の主要部分に

ついてはリース契約により使用しております。

DATA　FILE
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金額　百万円科　　　目

前　　　期
（１２．３．３１現在）

当　中　間　期
（１２．９．３０現在）

前年中間期
（１１．９．３０現在）

構成比金 額構成比金 額構成比金 額

［負　債　の　部］

２０．８２０，７２６２６．４３０，００３２５．０２３，４２３流 動 負 債
３，５８６
５，６７９
６，２４０
－

１，７３８
１，１９６
３７８
４２
－

１，３５５
５０４
４

６，４５５
９，２５６
５，９２５
－

２，２７８
３，５７３
３８０
１３４
－

１，６８３
３１０
５

３，４１４
４，８１９
６，２４０
５，０００
１，２７６
５５８
５１５
４２
３

１，３７２
１８０
０

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年以内償還予定社債
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
預 り 金
前 受 収 益
賞 与 引 当 金
設 備 支 払 手 形
そ の 他 流 動 負 債

２．８２，８１８３．３３，７６５１．５１，４３８固 定 負 債
－

２，０７８
７４０
－

－
３，３９６
３６８
０

１１５
５９５
７２７
－

長 期 借 入 金
退職給付（与）引当金
役 員 退 職 引 当 金
そ の 他 固 定 負 債

２３．６２３，５４４２９．７３３，７６８２６．５２４，８６１負 債 合 計

［資　本　の　部］

１３．０１２，８９２１１．４１２，８９２１３．６１２，７３８資 本 金
２２．４２２，３０４１９．７２２，３４２１６．４１５，３９１法 定 準 備 金

１９，１１９
３，１８４

１９，１１９
３，２２３

１２，２０７
３，１８４

資 本 準 備 金
利 益 準 備 金

４１．０４０，８５３３８．８４４，０９８４３．５４０，８４１剰 余 金
３，０００
２，０００
－

３２，８００
３，０５３
（９６２

３，０００
２，０００
３２

３３，４００
５，６６５
（３，６６５

３，０００
２，０００
－

３２，８００
３，０４１
（６７２

配 当 準 備 積 立 金
試 験 研 究 基 金
特 別 償 却 準 備 金
別 途 積 立 金
中間（当期）未処分利益
（うち中間（当期）利益）

－０．４４８９－その他有価証券評価差額金
７６．４７６，０５０７０．３７９，８２３７３．５６８，９７１資 本 合 計

１００．０９９，５９５１００．０１１３，５９２１００．０９３，８３２負債及び資本合計

） ） ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前年中間期）　　（当中間期）　　　（前　　期）
　　　５．重要な外貨建資産　子会社株式　　　３７８百万円　　　　３９８百万円　　　　３９８百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１，１０６千米ドル他）　　（１，３４０千米ドル他）　　（１，３４０千米ドル他）
　　　６．保　　　証　　　債　　　務　　　額　　　　１６１百万円　　　　１４３百万円　　　　１４７百万円
　　　７．１株当たりの中間（当期）利益　　　　１９円３５銭　　　　９６円６７銭　　　　２７円４９銭



金額　百万円科　　　目

前　　　期
（自１１．４．１　至１２．３．３１）

当　中　間　期
（自１２．４．１　至１２．９．３０）

前年中間期
（自１１．４．１　至１１．９．３０）

百分比金 額百分比金 額百分比金 額

１００．０６５，５４５１００．０４６，０６８１００．０２９，８６７営 業 収 益
６５，５４５４６，０６８２９，８６７売 上 高

９３．６６１，３７４８２．２３７，８７４９５．８２８，６０５営 業 費 用
８３．４
１０．２

５４，６５０
６，７２４

７４．２
８．０

３４，１６８
３，７０５

８４．４
１１．４

２５，２０４
３，４００

売 上 原 価
販売費及び一般管理費

６．４４，１７０１７．８８，１９４４．２１，２６２営 業 利 益
１．４９５１１．１４９９２．７８０４営 業 外 収 益

６９
１３８
１４４
５９９

２６
１７２
－
３０１

３１
１１６
３７０
２８５

受 取 利 息
受 取 配 当 金
有価証券評価益
雑 収 入

１．９１，２４１０．６２７６１．７５０７営 業 外 費 用
７３
２６６
９００

３３
－
２４２

３７
１３６
３３２

支 払 利 息
社 債 利 息
雑 損 失

５．９３，８８０１８．３８，４１７５．２１，５５９経 常 利 益

０．１６０－－０．１３７特 別 利 益
１２
２７
２０

－
－
－

－
３７
－

固定資産売却益
貸倒引当金戻入額
子会社株式売却益

３．３２，１８５４．８２，１８６１．５４６９特 別 損 失
１１０
５８６

１，４８７
－

８３６
－

１，２０２
１４７

４８
４２１
－
－

固定資産処分損
過年度研究開発費
過年度退職給付（与）引当金繰入額
その他の特別損失

２．７１，７５６１３．５６，２３１３．８１，１２７税引前中間（当期）利益
２．４１，６００７．８３，６００１．９５８０法人税、住民税及び事業税

△　１．２△　８０６△　２．２△１，０２４△　０．４△　１２４法人税等調整額
１．５９６２７．９３，６５５２．３６７２中間（当期）利益

１，７０８２，０１０１，７０８前期繰越利益
６６１－６６１過年度税効果調整額
２７７－－中 間 配 当 額
３，０５３５，６６５３，０４１中間（当期）未処分利益

（注）　１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前年中間期）　　（当中間期）　　　（前　　期）
　　　２．子会社との取引高　売　　　　上　　　　高　　２４，８４０百万円　　３９，９７７百万円　　５４，６３９百万円
　　　　　　　　　　　　　仕　　　　入　　　　高　　　６，８３１百万円　　１０，７１１百万円　　１４，９４５百万円
　　　　　　　　　　　　　営業取引以外の取引高　　　　６５０百万円　　　　６２９百万円　　　１，２５１百万円

９

中間損益計算書

経　
　

常　
　

損　
　

益　
　

の　
　

部

営
業
損
益
の
部

営
業
外
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益
の
部

特
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損
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の
部



１０

TOPICS

コンビニエンスストア等で威力を発揮

超小型紙幣レジ釣銭機〈ＲＡＤ－Ｓ１〉が、
財団法人日本産業デザイン振興会主催、

通商産業省等後援の
’００「グッドデザイン賞」を受賞いたしました。

＊世界最小・最速
技術と信頼性の現れたデザイン

＊使い手を最優先に考えて生まれた
使用環境への配慮あるデザイン

＊人にやさしい色彩
美しく魅力的なフォルム

＊昨年同賞を受賞したＲＴ－１０を含めた
シリーズとしての発展性とまとまりの美しさ

などが評価されました。

■

「グッドデザイン賞」は、
１９５７年に通産省によって設立された表彰制度で、
１９９８年度に新たに　「グッドデザイン賞事業」　として
スタートした総合的なデザイン評価制度です。

超小型紙幣レジ釣銭機〈ＲＡＤ－Ｓ１〉
▼

グッドデザイン賞受賞



　指紋錠〈フィンガー

ロック〉は、グローリ

ーの紙幣や硬貨を識別

する技術を指紋照合に

応用し、ロックの総合

メーカー株式会社アル

ファとの共同開発で生

まれた指紋電子錠です。

　指紋が鍵がわりなの

で、紛失の心配・鍵の

携帯など、従来のわず

らわしさから開放され

ます。また、紛失や偽

造などの心配もありません。

　また精度につきましても、業界初の新方式を採用したこと

により、誤認のない確実な他人排除と本人照合を実現いたし

ました。確認時間も最短で１秒と、スピーディーで簡単。一

戸建て住宅をはじめ、集合住宅の戸別玄関ドアに取付けが可

能です。

　各売り場担当者自身によるダイレクト入金体制の構築で、

量販店での入金・精算業務のありかたを大きく変えてきた、

量販店向け小型入金機〈ＤＳシリーズ〉が、お客様の声に応

えて、さらにパワーアップいたしました。

　売り場担当者は、売上金を各入金部にセットし、ＩＤカー

１１

TOPICS

あなたの指紋が鍵になる。
確実な本人認証で、　あなたの生活を守ります。

量販店の売上金受付ステーション
店舗全体の入金・精算業務の管理体制をグレードアップ。

■住宅玄関用指紋錠〈フィンガーロック〉



ドを通すだけ。あとは一括自動

計数し、計数結果を画面に表示

します。

　また、１台を親機として、１５

台の子機を接続できるので、一

元的なデータ管理が、手間なく

効率的に行えます。店舗全体の

業務効率の改善と売上金早期確

定を強力に推進する入金・精算

ステーションです。

昭和５９年のＴＱＣの本格導入以来築き上げてきた土台を元に、
この８年間、品質とコストを維持しながら、

開発期間を大幅に短縮する新製品開発システムづくりに
全社一丸となって挑戦。

その成果がいま大きく実を結びました。
しかしこれは新たなスタートです。

グローリーにいま課せられた真の使命は、
ニーズにスピーディーに応える新しい価値の創造。
これからも、「きらりと光る技術・製品」の

開発に向けて努力を続け、
より一層光り続ける企業でありたいと考えております。

■

「日本品質奨励賞」は、財団法人日本科学技術連盟により
今年から創設された表彰制度です。

デミング賞のながれを継承したこの賞は、
品質マネジメント・システム内の

革新的な技術開発に対して表彰することにより、
広く社会にその品質マネジメントを

発展させていくことを目的としたものです。

１２

　　　　貨幣と共に歩み続けて５０年　　　　

日本品質奨励賞受賞。
おかげさまで

■量販店向け小型入金機〈ＤＳ‐５００〉



１３

会社が発行する株式の総数　　　　　　　　　１３０，０００，０００株

発 行 済 株 式 の 総 数　　　　　　　　　３７，８２０，２０５株

株　　　　　主　　　　　数　　　　　　　　　　　　３，９０２名
（前期末比１７０名増）

大　　　　　株　　　　　主

株　式　分　布　状　況

株　式　の　状　況
平成１２年９月３０日現在

その他国内 
法人 
13.9％ 

外国人など 
12.7％ 

証券会社 
0.5％ 

政府及び 
地方公共団体 
0.2％ 

金融機関 
37.6％ 

個人・その他 
35.1％ 

持株比率
（％）

持株数
（千株）株　　　主　　　名

５．５２，０９４日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

５．２１，９６９龍 田 紡 績 株 式 会 社

４．３１，６４１株 式 会 社 さ く ら 銀 行

２．９１，１００有限会社オノエインターナショナル

２．６１，０００有 限 会 社 ウ イ ニ ン グ

２．６９９０グローリーグループ社員持株会

２．４９０４株 式 会 社 住 友 銀 行

２．４９０４株 式 会 社 三 和 銀 行

２．４８８９エイチエスビーシー　バンク　ピーエルシー
クライアンツ　ユーケー　タックス　トリーティー

２．３８５８第 一 生 命 保 険 相 互 会 社



■事　業　所

　　�本　　　社　　〒６７０‐８５６７
　　　　　　　　　　兵庫県姫路市下手野一丁目３番１号
　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０７９２）　９７‐３１３１　（代表）
　　　　　　　　　　ＦＡＸ　（０７９２）　９４‐６２３３
　　　　　　　　　　ホームページ ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｇｌｏｒｙ．ｃｏ．ｊｐ

　　�東　京　本　部　　〒１４１‐８５８１
　　　　　　　　　　東京都品川区大崎五丁目４番６号
　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０３）　３４９５‐６３０１　（代表）

　　�埼　玉　工　場　　〒３４７‐０００４
　　　　　　　　　　埼玉県加須市古川二丁目４番地１
　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０４８０）　６８‐４６６１　（代表）

　■ 従業員の状況

　　従 業 員 数　　　男　性　　女　性　　合　計　　
　　　　　　　　　　　１，４４１名　　　３２５名　　　１，７６６名　

■役　　　員

　　＊ 取　締　役　社　長　尾　上　壽　男　　　取　　締　　役　船　引　祐　一
　　＊ 取締役副社長　西　野　秀　人　　　取　　締　　役　橋　本　浩　一
　　専　務　取　締　役　尾　上　勝　彦　　　取　　締　　役　尾　上　佳　雄
　　専　務　取　締　役　村　上　雅　俊　　　取　　締　　役　龍　田　信　也
　　常　務　取　締　役　大　上　邦　弘　　　常　勤　監　査　役　有　吉　　　透
　　常　務　取　締　役　牛　尾　允　俊　　　常　勤　監　査　役　上　羽　昭　夫
　　取　　締　　役　浦　川　輝　三　　　監　　査　　役　八　幡　尚　弘
　　取　　締　　役　松　岡　則　重　　　監　　査　　役　安　平　和　彦
　　取　　締　　役　松　下　秀　明　　　　＊ 印は、代表取締役であります。

商　　　号　　　
ＧＬＯＲＹ　ＬＴＤ．

設　　　立　　　　　　昭和１９年１１月２７日
資　本　金　　　　　　１２，８９２，９４７，６００円

１４

会　社　の　概　要
平成１２年９月３０日現在



この報告書は再生紙を使用しております

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｇｌｏｒｙ．ｃｏ．ｊｐ

株主メモ

■決算日　　　　　　　３月３１日
■定時株主総会　　　　６月中
■１単位の株式の数　　１，０００株
■公告掲載新聞　　　　日本経済新聞
■名義書換代理人　　　株式会社だいこう証券ビジネス
■同事務取扱場所　　　〒５４１‐８５８３
　　　　　　　　　　　大阪市中央区北浜二丁目４番６号
　　　　　　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス
　　　　　　　　　　　本社証券代行部
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ（０６）６２０３‐１７５１（代表）
■同取次所　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス
　　　　　　　　　　　全国各支社
■単位未満株式の　　　単位未満株式（１，０００株未満の株
　買取請求　　　　　　式）の買取請求は、名義書換代理

人にてお取り扱いしております。
　　　　　　　　　　　株券の保管振替制度を利用して預

託された単位未満株式の買取請求
は、預託窓口の証券会社を通じて
お申し出下さい。


